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第22回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第22回定時株主総会を下記のとおり開催いたします

ので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提

供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ

ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確

認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株式につ

いて」「株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東

証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ヌー

ラボ」又は「コード」に当社証券コード「5033」を入力・検索し、「基本情

報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招

集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）
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１．日 時 2025年６月27日（金曜日）午前10時
２．場 所 福岡県福岡市中央区大名２丁目６−50

福岡大名ガーデンシティ・タワー ４階
大名カンファレンス「Link Room１」
（会場が前回と異なっておりますので、末尾の「株主総会会
場ご案内図」をご参照いただき、お間違えのないようご注意
ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第22期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２. 第22期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 資本金の額の減少の件
第２号議案 取締役４名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件
第４号議案 取締役及び監査役の報酬額改定の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって

議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討

のうえ、2025年６月26日（木曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいま

すようお願い申しあげます。

［インターネットによる議決権行使の場合］
当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスして
いただき、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された
「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内にしたが
って、議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力ください。
インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットによ
る議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに
到着するようご返送ください。

敬　具

記

⑴書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議
案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取
り扱いいたします。
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⑵インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われ
た議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

⑶インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合
は、到着日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものと
してお取り扱いいたします。

以　上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社
ウェブサイト及び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正
後の事項を掲載いたします。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子
提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。

なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当
社定款第15条第２項の規定に基づき、お送りする書面には記載しており
ません。

① 事業報告の「新株予約権等の状況」「業務の適正を確保するための
体制及び当該体制の運用状況」「会社の支配に関する基本方針」

② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」

③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計
算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに
際して監査をした対象書類の一部であります。
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株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時

　
2025年6月27日（金曜日）午前10時（受付開始：午前9時30分）

インターネットで議決権を行使される場合

パソコン又はスマートフォンから議決権行使サイト（https://www.web54.net）にア

クセスし、議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワー

ド」をご入力いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限

　
2025年6月26日（木曜日）午後6時入力完了分まで

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防

止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「パスワード」の変更をお願

いすることとなりますのでご了承ください。

② 株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」をご通知いた

します。

③ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金）は株

主様のご負担となります。

　

書面（郵送）で議決権を行使される場合

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函くだ

さい。

行使期限

　
2025年6月26日（木曜日）午後6時到着分まで

議決権行使についてのご案内

議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否

の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

※ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決

権行使として取り扱わせていただきます。

※ インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による

議決権行使の内容を有効とさせていただきます。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法

「スマート行使」

議決権行使コード・

パスワードを入力する方法
議決権行使コード及びパスワードを入力すること

なく議決権行使ウェブサイトにログインすること

ができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

　

「スマート行使」での議決権行使は
１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お
手数ですがPC向けサイトへアクセスし、議決権
行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パ
スワード」を入力してログイン、再度議決権行
使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向
けサイトへ遷移できます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

2

議決権行使書用紙右下に記載のQRコード
を読み取ってください。

1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

見 本

議決権行使ウェブサイトにアクセスして
ください。

1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「登録」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

※操作画面はイメージです。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

4

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）
（受付時間　９：00～21：00）
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(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度における我が国の経済は、雇用・所得環境が改善する

中、各種政策の効果もあり、国内景気の緩やかな回復基調がみられた一

方、地政学リスクの長期化や為替変動、資源価格の高騰を背景とした物価

上昇など、依然として先行きが不透明な状況が続いております。

　当社グループが提供するサービス領域における事業環境においては、企

業における多様な働き方が一般化しつつある中、多くの企業で遠隔コミュ

ニケーションの円滑化等に必要なツールや様々な業務のペーパレス化をサ

ポートするツールの導入をはじめとするデジタルトランスフォーメーショ

ン（DX）の推進が経営課題として意識されております。また、働き方の多

様化、DX化に伴い、組織内部からの情報流出等のリスクも着目され、企業

における情報セキュリティ対策の重要性も高まっております。遠隔でのプ

ロジェクト管理やコミュニケーションの強化、データ・ナレッジ共有やセ

キュリティ・ガバナンス等をサポートするサービスは、人口減少、少子高

齢化に伴う人材不足が恒常化する中、経済社会活動を維持・発展させてい

くためにも、今後も高い需要が継続するものと想定しています。

　このような環境下において、当社グループは「チームのコラボレーショ

ンを促進し、働くを楽しくするツールを提供する」という方針の下、プロ

ジェクト管理ツール「Backlog」、オンライン作図ツール「Cacoo」、ビジ

ネスチャットツール「Typetalk」、組織の情報セキュリティ・ガバナンス

を高めるツール「Nulab Pass」を提供してまいりました。なお、ビジネス

チャットツール「Typetalk」については、近年の業績や事業環境等を総合

的に勘案し、当社グループの経営資源の選択と集中を目的として、2025年

12月１日（予定）をもってサービスを終了することを決定しております。

　以上の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高

4,112,318千円（前期比12.3%増）、営業利益640,363千円（前期比92.8%

増）、経常利益641,949千円（前期比94.2%増）、親会社株主に帰属する当

期純利益は552,682千円（前期比79.4%増）となっております。
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　なお、当社グループはクラウドサービス事業の単一セグメントであるた

め、セグメント別の記載を省略しております。

② 設備投資の状況

　当連結会計年度に実施した設備投資の総額は、128,234千円でありま

す。その主なものは、クラウドサービス提供等にかかるソフトウエア及び

ソフトウエア仮勘定に対する投資104,118千円であります。

③ 資金調達の状況

　当連結会計年度の資金調達の状況につきましては、特記すべき事項はあ

りません。

区 分
第 19 期

(2022年３月期)
第 20 期

(2023年３月期)
第 21 期

(2024年３月期)

第 22 期
(当連結会計年度)
(2025年３月期)

売 上 高 (千円) 2,328,264 2,706,183 3,662,842 4,112,318

経 常 利 益 (千円) 164,007 92,564 330,607 641,949

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

(千円) 197,884 88,424 308,158 552,682

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 33.31 13.98 47.73 85.25

総 資 産 (千円) 1,618,567 2,611,400 3,474,915 4,244,393

純 資 産 (千円) 391,248 958,630 1,330,923 1,908,259

１株当たり純資産額 (円) 65.87 148.62 205.37 294.30

(2) 直前３連結会計年度の財産及び損益の状況

（注）１．第20期連結会計年度における純資産額及び総資産額の大幅な増加は、2022年

６月28日に東京証券取引所グロース市場へ上場したことにともなう新株発行

によるものです。

２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数によ

り、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算

出しております。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

Nulab USA,Inc.
千米ドル

673
100％

サービス開発及びマー
ケティング

Nulab Netherlands B.V.
千ユーロ

24
100％

サービス開発及びマー
ケティング

(3) 重要な子会社の状況

（注）当社の連結子会社でありましたNulab Singapore Pte.Ltd.は、当連結会計年度に

おいて清算が結了したため、連結の範囲から除外しております。

(4) 対処すべき課題

　当社グループをとりまく環境は、生産年齢人口の減少に伴う労働力不足が

問題視される一方で、政府主導による時間外労働時間の上限引き下げをはじ

めとした労働法規の改正等、働き方改革が推進される中、労働生産性の向上

に向けた取組みへの期待が高まっているものと認識しております。リモート

ワークの普及、リモート環境における労働生産性の向上は、ポストコロナ時

代においても重要視されており、企業におけるデジタルトランスフォーメー

ション（DX）の推進は喫緊の経営課題として広く意識されているものと考え

られ、このような傾向は中長期的に継続すると想定されます。

　このような状況の下で、今後の更なる成長を実現する上で、以下の事項に

ついて対応が必要であると考えております。

①　既存サービスの強化による顧客満足度の向上と販売の拡大

　当社グループが提供するBacklog、Cacoo、及びNulab Pass各製品につい

て、顧客の声を製品・サービス開発や改善に継続的に取り入れるフィードバ

ックループの強化への取り組みを継続するとともに、AIを活用した自動化・

業務効率化に向けた製品機能拡充のための投資を加速させ、製品力の一層の

強化により顧客満足度の向上に努めたいと考えております。今後も、

LTV/CACとのバランスに留意しながら、継続して広報活動、広告宣伝活動及

びユーザーコミュニティの活性化等を通じ、サービスの認知度向上に努める

とともに、今後は創業来のリファラルでの成長を維持しつつ、更なる成長の

ために販売体制の増強をはかることで販売の拡大を進めてまいります。
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②　優秀な人材の継続的な採用と育成

　当社グループが中長期的に成長するにあたり、提供するサービスの付加価

値を高め、新規顧客を獲得するとともに、サービスの解約率を低減すること

が重要であると考えております。優秀な技術者のほか、高額プランの効率的

な受注のための販売体制の増強、事業拡大に伴う管理部門の強化に向けた人

材の確保と育成が重要な経営課題であると考えており、従業員が能力を最大

限発揮できる体制を構築し、優秀な人材の採用と育成を進めてまいります。

③　情報管理体制の強化

　当社グループが提供するサービスでは、顧客の機密情報を含む様々な情報

が預託・保存されており、当該情報管理を継続的に強化し続けることが重要

であると考えております。そこで外部の監査機関の監査を受け、ISMS（情報

セキュリティマネジメントシステム）を取得する（JIS Q 27001:2014）とい

った対策を行っております。また、個人情報管理規程等に基づき管理を徹底

するだけでなく、社内教育・社内研修の実施やシステムの整備等を継続して

行っております。

④　内部管理体制の強化

　当社グループは、更なる事業拡大を推進し、企業価値を向上させていくた

めには、効率的なオペレーション体制を基盤としつつ、内部管理体制を強化

していくことが重要であると認識しており、コンプライアンス体制及び内部

統制の充実・強化を図ってまいります。

事 業 区 分 事 業 内 容

クラウドサービス事業 Backlog等のクラウドサービスの開発・提供

(5) 主要な事業内容（2025年３月31日現在）
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本社 福岡県福岡市中央区

東京事務所 東京都千代田区

京都事務所 京都府京都市下京区

Nulab USA,Inc. 米国ニューヨーク州

Nulab Netherlands B.V. オランダ国アムステルダム市

(6) 主要な事業所等（2025年３月31日現在）

① 当社

② 子会社

（注）当社の連結子会社でありましたNulab Singapore Pte.Ltd.は、当連結会計年度に

おいて清算が結了したため、連結の範囲から除外しております。
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事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

全　　社 180（0）名 21（0）名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

162（0）名 18（0）名増 37.8歳 4.1年

(7) 使用人の状況（2025年3月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト、インタ

ーンを含む。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト、インタ

ーンを含む。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 2,250千円

(8) 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 23,760,388株

② 発行済株式の総数 6,484,101株

③ 株主数 3,156名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

橋 本 正 徳 1,554,245株 23.97％

S H I N S U K E  T A B A T A 1,497,900株 23.10％

F o u n d e r F o u n d r y 1 号 投 資 事 業
有 限 責 任 組 合

321,428株 4.95％

株 式 会 社 ア リ オ ト 290,855株 4.48％

ヌ ー ラ ボ 従 業 員 持 株 会 211,649株 3.26％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 188,300株 2.90％

X T e c h 1 号 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 178,571株 2.75％

イーストベンチャーズ２号投資事業
有 限 責 任 組 合

165,000株 2.54％

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 135,500株 2.08％

イーストベンチャーズ３号投資事業
有 限 責 任 組 合

115,511株 1.78％

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2025年３月31日現在）

（注）新株予約権の権利行使により、発行済株式の総数は 3,358株増加して

おります。

④ 大株主

（注）持株比率は、自己株式（80株）を控除して計算しております。

⑤ その他株式に関する重要な事項

　　該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 橋 本 正 徳 ―

取 締 役 田 端 辰 輔
Nulab USA, Inc. Director
Nulab Netherlands B.V. Director

取 締 役 馬 場 保 幸 CTO室長

取 締 役 小 島 英 揮

Still Day One合同会社 代表社員
株式会社primeNumber 社外取締役
一般社団法人コミュニティマーケティング
推進協会 代表理事

取 締 役 小 笹 文

合同会社カラフル 代表社員
一般社団法人コミュニティマーケティング
推進協会 理事
地主株式会社 社外取締役（監査等委員）
福井コンピュータホールディングス株式会
社 社外取締役
株式会社出前館 社外取締役

常 勤 監 査 役 岡 崎 真 吾 ―

監 査 役 仁 木 勝 雅

株式会社ディープコア 代表取締役
ソフトバンク株式会社 顧問
メドメイン株式会社 社外取締役
Telexistence株式会社 社外監査役
株式会社New Innovations 社外取締役

監 査 役 井 上 宗 寛

井上宗寛公認会計士事務所 所長
アイファー税理士法人 代表社員
メドメイン株式会社 社外監査役
株式会社CAST 社外監査役

ひむかAMファーマ株式会社 社外監査役

氏名 退任日 退任事由
退任時の担当及び重要な

兼職

赤津光成 2024年６月27日 任期満了

取締役管理部長

（重要な兼職）

―

(2) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

（注）１. 取締役小笹文氏は、社外取締役であります。

２. 取締役小笹文氏は、企業経営者として豊富な経験や実績があり、経営全般の幅

 広い見識を有しております。

３. 監査役岡崎真吾氏、仁木勝雅氏及び井上宗寛氏は、社外監査役であります。

４. 監査役井上宗寛氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。

５. 当社は、取締役小笹文氏、監査役岡崎真吾氏、仁木勝雅氏及び井上宗寛氏を株

式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。

６．事業年度中に退任した役員
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② 責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役は、

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限

度額は、法令が定める最低責任限度額としております。なお、当該責任限

定が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役等であるものを除

く。）または監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ

重大な過失がないときに限られます。
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③ 補償契約の内容の概要等

　当社は、取締役橋本正徳氏、田端辰輔氏、馬場保幸氏、小島英揮氏及び

小笹文氏、並びに監査役岡崎真吾氏、仁木勝雅氏及び井上宗寛氏との間

で、会社法第430条の２第１項第１号の費用と同項第２号の損失を法令の

定める範囲内で補償することを内容とする補償契約を締結しております。

④ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は

当社および当社子会社の取締役、監査役、その他の管理職従業員であり、

被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により、被保険者

がその地位に基づいて行った行為（不作為を含む）に起因して、被保険者

に対して損害賠償請求がなされたことにより被保険者が被る法律上の損害

賠償金及び訴訟費用が補填されることとなります。

　ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするた

め、犯罪行為、不正行為、詐欺行為または法令、規則または取締法規に違

反することを認識しながら行った行為等、保険契約上、免責事由とされて

いる場合は填補の対象としないこととしております。

⑤ 取締役及び監査役の報酬等

イ. (1) 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年12月15日開催の取締役会において、取締役の個人別の

報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。当該取締役会の決

議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名報酬委員会へ諮問

し、答申を受けることとしております。なお、監査役については、監査

役会の協議により決定しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の概要は次のとおり

です。

1. 月額固定報酬等

　取締役の報酬等として、月額固定報酬等を支給し、その額は当社

の業績及び各取締役の役割等を総合的に評価の上決定することとし

ております。
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2. 業績連動報酬等

　取締役（社外取締役を除く。）に対しては、業績連動報酬等とし

て各事業年度の連結売上高等の成長率等の業績指標を勘案した上

で、毎事業年度一定の時期に、その目標値に対する達成度に応じて

算出された額を支給することとしております。

3. 非金銭報酬等

　取締役に対し、非金銭報酬等であるストックオプションとしての

新株予約権（一定の期間の間に段階的に権利行使することができ、

各取締役に交付する数は、当会社の業績・経営環境などを考慮し取

締役会の決議により決定）を支給するものとしております。

　取締役の報酬等は、月額固定報酬等、業績連動報酬等及び非金銭

報酬等であるストックオプションにより構成され、月額固定報酬等

を基本としつつ、各報酬等を適切な割合で組み合わせることによ

り、健全なインセンティブとして機能させる方針としております。

なお、社外取締役に対しては、業績連動報酬等は支給しないことと

しております。

(2) 指名報酬委員会

　取締役の報酬は株主総会で承認された範囲内で、指名報酬委員会への

諮問・答申を経て取締役会において決定することとしております。各取

締役の月額固定報酬と業績連動報酬の基準となる事業年度の業績等につ

いて指名報酬委員会で審議しております。指名報酬委員会がその評価の

相当性や公正性を取締役会に答申し客観性と透明性を担保することとし

ております。なお、指名報酬委員会の委員長は代表取締役であり、構成

員は、社外取締役１名及び社外監査役３名を含む５名で構成されており

ます。

　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報

酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議さ

れた決定方針と整合しているため、当該決定方針に沿うものであると判

断しております。
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区 分 報酬等の総額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 対象となる

役員の員数基 本 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

99,030千円
（5,200）

99,030千円
（5,200）

－ －
7名

（2）

監 査 役
（うち社外監査役）

20,000千円
（20,000）

20,000千円
（20,000）

－ －
3名

（3）

合 計
（うち社外役員）

119,030千円
（25,200）

119,030千円
（25,200）

－ －
10名
（5）

ロ. 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 取締役の報酬等の総額には、連結子会社からの役員報酬を含めております。

２．取締役報酬等の総額および報酬等の種類別の総額ならびに対象となる役員の員

数には、2024年６月27日に退任した取締役１名分を含んでおります。また、小

島英揮氏は2024年６月27日に業務執行取締役へ異動したため、同日以降の報酬

は社外取締役の報酬等の総額には含まれておりません。

３. 取締役の金銭報酬の額は、2019年６月28日開催の第16回定時株主総会におい

て、年額100,000千円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の取締

役の員数は３名（うち社外取締役１名）であります。

４. 監査役の金銭報酬の額は、2021年11月30日開催の臨時株主総会において、年額

25,000千円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は

３名（うち社外監査役３名）であります。

⑥ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役小笹文氏は、合同会社カラフルの代表社員、一般社団法人コミ

ュニティマーケティング推進協会の理事、地主株式会社の社外取締役

（監査等委員）、福井コンピュータホールディングス株式会社の社外

取締役、株式会社出前館の社外取締役であります。これらの兼職先と

当社との間に特別の関係はありません。

・監査役岡崎真吾氏は、重要な兼職はありません。

・監査役仁木勝雅氏は、株式会社ディープコアの代表取締役、ソフトバ

ンク株式会社の顧問、メドメイン株式会社の社外取締役、Telexisten

ce株式会社の社外監査役、株式会社New Innovationsの社外取締役で

あります。これらの兼職先と当社との間に特別の関係はありません。
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・監査役井上宗寛氏は、井上宗寛公認会計士事務所およびアイファー税

理士法人に所属、メドメイン株式会社の社外監査役、株式会社CASTの

社外監査役、ひむかAMファーマ株式会社の社外監査役であります。こ

れらの兼職先と当社との間に特別の関係はありません。
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出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 並 び に 社 外 役 員 に
期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 小 笹 文

2024年６月27日の就任後、当事業年度に開催された取締

役会12回の全てに出席しております。主に企業経営者と

して豊富な経験や実績があり、経営全般の幅広い見識か

ら、取締役会において、当該視点から積極的に意見を述

べており、ガバナンス強化の観点から監督、助言等を行

うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適

切な役割を果たしております。

監査役 岡 崎 真 吾

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに、また、

監査役会13回の全てに出席しております。主に企業経営

に関する専門的知識や経験から、取締役会において、法

令遵守、統制等の点において取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための発言を行っております。ま

た、監査役会においては、特に内部統制システムの運用

状況やコンプライアンスの遵守状況等について積極的な

発言を行っております。

監査役 仁 木 勝 雅

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに、また、

監査役会13回の全てに出席しております。主に、情報通

信業界での経験や、企業経営者として企業経営に関する

知見から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥

当性・適正性を確保するための発言を行っております。

また、監査役会においては、特にコーポレートガバナン

スの合理性判断について積極的な発言を行っておりま

す。

監査役 井 上 宗 寛

当事業年度に開催された取締役会16回の全てに、また、

監査役会13回の全てに出席しております。公認会計士と

しての専門的見地から、取締役会において、取締役会の

意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っ

ております。また、監査役会においては、特に経理並び

に内部監査の妥当性について積極的な発言を行っており

ます。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

24,000千円

(3) 会計監査人の状況

① 名称 有限責任監査法人トーマツ

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項

目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理

由を報告いたします。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

投資その他の資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

　

3,736,847

3,131,381

175,700

418,191

12,205

△630

507,545

44,568

8,962

35,606

269,964

218,703

51,260

193,012

168,718

24,293

　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 2,329,093

買 掛 金 1,495

１年内返済予定の
長 期 借 入 金

2,250

未 払 金 155,106

未 払 法 人 税 等 118,003

前 受 収 益 1,734,403

賞 与 引 当 金 83,237

そ の 他 234,597

固 定 負 債 7,040

そ の 他 7,040

負 債 合 計 2,336,133

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,839,817

資 本 金 631,290

資 本 剰 余 金 619,290

利 益 剰 余 金 589,343

自 己 株 式 △107

その他の包括利益累計額 68,442

繰延ヘッジ損益 △3,083

為替換算調整勘定 71,526

純 資 産 合 計 1,908,259

資 産 合 計 4,244,393 負 債 純 資 産 合 計 4,244,393

連 結 貸 借 対 照 表

（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

科 目 金 額

売 上 高 4,112,318

売 上 原 価 1,148,707

売 上 総 利 益 2,963,610

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,323,247

営 業 利 益 640,363

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,495

還 付 消 費 税 等 33

そ の 他 790 2,319

営 業 外 費 用

支 払 利 息 56

為 替 差 損 677

そ の 他 0 733

経 常 利 益 641,949

特 別 利 益

子 会 社 清 算 益 7,962 7,962

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 649,911

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 145,955

法 人 税 等 調 整 額 △48,726 97,229

当 期 純 利 益 552,682

親会社株主に帰属する当期純利益 552,682

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額

 （資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 附 属 設 備

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

3,378,514

2,774,750

175,700

3,047

417,979

7,668

△630

575,933

38,553

8,962

27,116

2,475

269,964

218,703

51,260

267,416

75,609

518

168,718

22,569
　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 2,366,002

買 掛 金 45,543

リ ー ス 債 務 716

１年内返済予定の
長 期 借 入 金

2,250

未 払 金 148,281

未 払 費 用 126,746

未 払 法 人 税 等 117,688

預 り 金 16,566

前 受 収 益 1,734,403

賞 与 引 当 金 83,237

そ の 他 90,567

固 定 負 債 7,040

リ ー ス 債 務 2,031

資 産 除 去 債 務 5,008

負 債 合 計 2,373,042

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,584,489

資 本 金 631,290

資 本 剰 余 金 619,290

資 本 準 備 金 619,290

利 益 剰 余 金 334,015

その他利益剰余金 334,015

繰越利益剰余金 334,015

自 己 株 式 △107

評価・換算差額等 △3,083

繰延ヘッジ損益 △3,083

純 資 産 合 計 1,581,406

資 産 合 計 3,954,448 負 債 純 資 産 合 計 3,954,448

貸　借　対　照　表

（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2024年４月１日から
2025年３月31日まで)

科 目 金 額

売 上 高 4,112,318

売 上 原 価 1,143,155

売 上 総 利 益 2,969,162

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,368,656

営 業 利 益 600,506

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,495

シ ス テ ム 利 用 料 1,200

還 付 消 費 税 等 33

そ の 他 790 3,519

営 業 外 費 用

支 払 利 息 56

為 替 差 損 1,242

そ の 他 0 1,298

経 常 利 益 602,727

特 別 利 益

子 会 社 清 算 益 24,596 24,596

税 引 前 当 期 純 利 益 627,323

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 136,796

法 人 税 等 調 整 額 △48,726 88,070

当 期 純 利 益 539,253

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ

福 岡 事 務 所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 宮 嵜 　 健

独立監査人の監査報告書

2025年５月20日

株式会社ヌーラボ

　取締役会　御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ヌーラボの2024年4月1
日から2025年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、株式会社ヌーラボ及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監
査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理
上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の
記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の
記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の
過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知
識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し
た場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不
正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚
偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監
査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続
を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行
われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ
うな事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算
書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性
がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結
計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に
関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施
する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査
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の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査
の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理
に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら
れる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容
可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について
報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　上
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有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ

福 岡 事 務 所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 宮 嵜 　 健

独立監査人の監査報告書

2025年５月20日

株式会社ヌーラボ

　取締役会　御中

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ヌーラボの2024
年4月1日から2025年3月31日までの第22期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監
査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他
の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他
の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の
過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に
その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正
又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告
書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の
利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ
れる。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚
偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は
監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続
を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行
われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる
ような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算
書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査
の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査
の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理
に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら
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れる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容
可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について
報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第22期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意

思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以

下の方法で監査を実施いたしました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産

の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締

役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業

の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から

成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法

施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制

システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状

況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし

た。

２．監査の結果

（1）　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

（3）　連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

常勤社外監査役 岡 崎 真 吾 ㊞

社 外 監 査 役 仁 木 勝 雅 ㊞

社 外 監 査 役 井 上 宗 寛 ㊞

2025年５月20日

株 式 会 社 ヌ ー ラ ボ 　 監 査 役 会

　

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　資本金の額の減少の件

１、資本金の額の減少の理由

　当社の今後の資本政策の柔軟性及び機動性を確保するため、会社法第447条第1

項の規定に基づき資本金の額の減少を行い、その他資本剰余金へ振り替えるもの

です。

　なお、本議案は払戻を行わない無償減資であり、発行済株式総数及び当社の純

資産額に変更はなく、資本金の額のみを減少するものであるため、株主の皆さま

のご所有株式数や1株当たりの純資産額に影響を与えるものではございません。

２、減少する資本金の額

（1）資本金の額631,290,800円のうち531,290,800円を減少し、その減少額全額

をその他資本剰余金に振り替え、減少後の資本金の額を100,000,000円とい

たします。なお、当社が発行している新株予約権が減資の効力発生日までに

行使された場合、資本金の額及び減少後の資本金の額が変動いたします。

（2）資本金の額の減少が効力を生ずる日

2025年７月１日（予定）
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候補者

番号

氏名

(生年月日)

略歴、当社における地位および担当

（重要な兼職の状況）

所有する

当社の株式数

１

再任

はし

橋
もと

本

 

　
まさ

正
のり

徳

(1976年３月17日)

1998年４月

2001年４月

2004年３月

有限会社橋本建装 入社

メディアファイブ株式会社 入社

当社設立 代表取締役就任(現任)

（重要な兼職の状況）

該当ありません。

1,554,245株

第２号議案　取締役４名選任の件

　現在の取締役５名は全員、本総会終結の時をもって任期満了となります。

当社では、経営と執行の役割分担を明確にし、それぞれの機能を強化する目的で

執行役員制度を導入いたしました。この制度導入に伴い、経営体制の効率化を図

るため取締役を1名減員し、取締役４名の選任をお願いするものです。

　なお、本議案が原案どおり承認可決されますと、取締役４名のうち社外取締役

は１名となります。本議案の内容については、過半数を社外役員で構成する任意

の指名報酬委員会で審議のうえ、取締役会の決議により決定しています。

取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者

番号

氏名

(生年月日)

略歴、当社における地位および担当

（重要な兼職の状況）

所有する

当社の株式数

２

再任

た

田
ばた

端

 

　
しん

辰
すけ

輔

(1975年５月30日)

1998年６月

1999年４月

2002年４月

2004年３月

2011年９月

2014年２月

2017年10月

デジタルコミュニケーション株式

会社 入社

ユニテック株式会社 入社

メディアファイブ株式会社 入社

当社設立 取締役就任（現任）

Nulab ASIA Pte.Ltd.（現：Nulab 

Singapore Pte.Ltd.） Director

就任

Nulab,Inc.（現：Nulab 

USA,Inc.） Director就任（現

任）

Nulab B.V.（現：Nulab 

Netherlands B.V.） Director就

任（現任）

（重要な兼職の状況）

Nulab USA,Inc. Director

Nulab Netherlands B.V. 

Director

1,497,900株
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候補者

番号

氏名

(生年月日)

略歴、当社における地位および担当

（重要な兼職の状況）

所有する

当社の株式数

３

再任

お

小
じま

島

 

　
ひで

英
き

揮

(1969年２月３日)

1991年４月

1999年11月

2009年12月

2015年11月

2017年３月

2017年５月

2021年12月

2024年２月

2024年６月

株式会社PFU 入社

ジェットフォーム・ジャパン株式

会社(現アドビ株式会社) 入社

アマゾンデータサービスジャパン

株式会社(現アマゾンデータサー

ビスジャパン合同会社) 入社

アマゾンウェブサービスジャパン

株式会社(現アマゾンウェブサー

ビスジャパン合同会社) 転籍

当社 社外取締役就任

Still Day One合同会社 設立 代

表社員就任(現任)

株式会社primeNumber 社外取締役

就任(現任)

一般社団法人コミュニティマーケ

ティング推進協会 代表理事(現

任)

当社 取締役就任（現任）

（重要な兼職の状況）

Still Day One合同会社 代表社員

株式会社primeNumber 社外取締役

一般社団法人コミュニティマーケ

ティング推進協会 代表理事

-株
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候補者

番号

氏名

(生年月日)

略歴、当社における地位および担当

（重要な兼職の状況）

所有する

当社の株式数

４

再任 社外

おざさ

小笹　
あや

文

(1977年１月28日)

1999年４月

2006年６月

2009年６月

2011年３月

2012年１月

2018年７月

2021年３月

2023年７月

2024年２月

2024年２月

2024年３月

2024年６月

2024年６月

2024年11月

2025年４月

株式会社リクルート 入社

グーグル株式会社(現グーグル合

同会社) 入社

株式会社ナインスラッシュワン 

代表取締役社長就任

イベントレジスト株式会社 最高

業務執行責任者就任

イベントレジスト株式会社 取締

役最高業務執行責任者就任

合同会社カラフル 代表社員就任

(現任)

株式会社メタップス 社外取締役

就任(監査等委員)

株式会社メタップス 社外取締役

就任

一般社団法人コミュニティマーケ

ティング推進協会 理事(現任)

日本工業大学 非常勤講師

地主株式会社 社外取締役就任(監

査等委員)(現任)

福井コンピュータホールディング

ス株式会社 社外取締役就任

（現任）

当社 社外取締役就任（現任）

株式会社出前館 社外取締役就任

（現任）

日本工業大学大学院技術経営研究

科 准教授（現任）

-株
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候補者

番号

氏名

(生年月日)

略歴、当社における地位および担当

（重要な兼職の状況）

所有する

当社の株式数

（重要な兼職の状況）

合同会社カラフル 代表社員

一般社団法人コミュニティマーケ

ティング推進協会 理事

地主株式会社 社外取締役(監査等

委員)

福井コンピュータホールディング

ス株式会社 社外取締役

株式会社出前館 社外取締役

日本工業大学大学院技術経営研究

科 准教授

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】

小笹文氏は、企業経営者として豊富な経験や実績があり、その幅広い見識を活かして当

社の経営全般の監督と適切な提言ができる人物であり、社外取締役として適任であると

判断し指名いたしました。また、同氏が再任され就任した場合は、指名報酬委員として

当社の取締役候補者の選定や報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく

予定です。
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(注)１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　２．小笹文氏は、社外取締役候補者であります。

　　３．小笹文氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役として

の在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。

　　４．当社は、社外取締役候補者小笹文氏との間で、会社法第427条第１項お

よび当社定款29条第２項に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

について、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする責

任限定契約を締結しており、同氏が再任された場合は当該契約を継続す

る予定であります。

　　５．当社は、現在の取締役との間で会社法第430条の２第１項に基づく補償

契約を締結しており、各取締役候補者が取締役に再任された場合は当該

契約を継続する予定であります。当該契約では、同項第１号に定める費

用および同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償す

ることとしております。

　　６．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役

員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、

事業報告に記載のとおりであります。各候補者が取締役に選任された場

合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回

更新時においても同内容での更新を予定しております。

　　７．当社は、取締役候補者小笹文氏が再任された場合、引き続き、東京証券

取引所の定めに基づく独立役員とする予定であります。
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候補者

番号

氏名

(生年月日)

略歴、当社における地位

（重要な兼職の状況）

所有する

当社の株式数

１

再任 常勤 社外

おか

岡
ざき

崎

 

　
しん

真
ご

吾

(1965年４月15日)

1990年６月

1996年４月

1997年７月

2000年３月

2001年９月

2006年６月

2012年８月

2014年３月

2017年１月

2018年４月

アンダーセン・コンサルティング

株式会社（現アクセンチュア株式

会社） 入社

株式会社アークマウントコーポレ

ーション（現株式会社エー・エ

ム・シー） 入社

株式会社アークマウントコーポレ

ーション 取締役就任

イーコムジャパン株式会社 代表

取締役就任

株式会社エー・エム・シー 取締

役就任

カジュアルプレス株式会社 代表

取締役就任

株式会社アークマウントコーポレ

ーション 代表取締役就任

株式会社ポスタルメディア 代表

取締役就任

株式会社大新館 入社

当社 常勤社外監査役就任（現

任）

-株

第３号議案　監査役３名選任の件

　現在の監査役３名は全員、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、監査役３名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案が原案どおり承認可決されますと、監査役３名のうち社外監査役

は３名となります。

本議案について、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。
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候補者

番号

氏名

(生年月日)

略歴、当社における地位

（重要な兼職の状況）

所有する

当社の株式数

（重要な兼職の状況）

該当ありません。

【社外監査役候補者とした理由】

岡崎真吾氏は、企業経営者として企業経営に関する相当程度の知見を有し、その専門知

識や経験を当社の組織経営に活かすことが期待できることから、社外監査役として適任

であると判断し指名いたしました。また、同氏が選任され就任した場合は、指名報酬委

員として当社の取締役候補者の選定や報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与

いただく予定です。
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候補者

番号

氏名

(生年月日)

略歴、当社における地位

（重要な兼職の状況）

所有する

当社の株式数

２

再任 社外

に

仁
き

木

 

　
かつ

勝
まさ

雅

(1968年２月４日)

1991年４月

2005年６月

2007年３月

2013年10月

2014年11月

2017年５月

2017年９月

2018年４月

2020年11月

2021年６月

2023年２月

国際デジタル通信株式会社(現株

式会社IDCフロンティア) 入社

ソフトバンク株式会社(現ソフト

バンクグループ株式会社) 入社

ガンホー・オンライン・エンター

テイメント株式会社 取締役就任

Supercell Oy Member of the 

Board of Directors

ソフトバンク株式会社(現ソフト

バンクグループ株式会社) 執行役

員

ソフトバンク株式会社 顧問（現

任）

株式会社ディープコア 代表取締

役就任（現任）

当社 社外監査役就任（現任）

メドメイン株式会社 社外取締役

就任（現任）

Telexistence株式会社 社外監査

役就任（現任）

株式会社New Innovations 社外取

締役就任（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社ディープコア 代表取締

役

ソフトバンク株式会社 顧問

メドメイン株式会社 社外取締役

Telexistence株式会社 社外監査

役

株式会社New Innovations 社外取

締役

2,300株

【社外監査役候補者とした理由】

仁木勝雅氏は、情報通信業界での豊富な経験や、企業経営者として企業経営に関する相

当程度の知見を有し、その専門知識や経験を当社の組織経営に活かすことが期待できる

ことから、社外監査役として適任であると判断し指名いたしました。また、同氏が選任

され就任した場合は、指名報酬委員として当社の取締役候補者の選定や報酬等の決定に

対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
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候補者

番号

氏名

(生年月日)

略歴、当社における地位

（重要な兼職の状況）

所有する

当社の株式数

３

再任 社外

いの

井
うえ

上

 

　
むね

宗
ひろ

寛

(1977年12月４日)

2003年４月

2005年１月

2007年12月

2011年８月

2015年５月

2017年３月

2019年２月

2020年11月

2023年８月

2024年２月

株式会社日鉄エレックス（現日鉄

テックスエンジ株式会社） 入社

株式会社テレシステムズ 入社

監査法人トーマツ（現有限責任監

査法人トーマツ） 入所

株式会社アラタナ（現株式会社

ZOZO） 入社

井上宗寛公認会計士事務所設立 

所長就任（現任）

当社 社外監査役就任（現任）

アイファー税理士法人設立 代表

社員 就任（現任）

メドメイン株式会社 社外監査役

就任（現任）

株式会社CAST 社外監査役就任

（現任）

ひむかAMファーマ株式会社 社外

監査役就任（現任）

（重要な兼職の状況）

井上宗寛公認会計士事務所 所長

アイファー税理士法人 代表社員

メドメイン株式会社 社外監査役

株式会社CAST 社外監査役

ひむかAMファーマ株式会社 社外

監査役

6,000株

【社外監査役候補者とした理由】

井上宗寛氏は、公認会計士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有し、その専

門知識や経験を当社の監査体制に活かすことが期待できることから、社外監査役として

適任であると判断し指名いたしました。また、同氏が選任され就任した場合は、指名報

酬委員として当社の取締役候補者の選定や報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で

関与いただく予定です。
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(注)１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　２．岡崎真吾氏、仁木勝雅氏、井上宗寛氏は、社外監査役候補者でありま

す。

　　３．岡崎真吾氏、仁木勝雅氏、井上宗寛氏は、現在、当社の社外監査役であ

りますが、三氏の監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって

岡崎真吾氏が７年２か月、仁木勝雅氏が７年２か月、井上宗寛氏が８年

２か月となります。

　　４．当社は、岡崎真吾氏、仁木勝雅氏、井上宗寛氏との間で、会社法第427

条第１項および当社定款29条第２項に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任について、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限

度とする責任限定契約を締結しており、三氏が再任された場合は当該契

約を継続する予定であります。

　　５．当社は、現在の監査役との間で会社法第430条の２第１項に基づく補償

契約を締結しており、各監査役候補者が監査役に再任された場合は当該

契約を継続する予定であります。当該契約では、同項第１号に定める費

用および同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償す

ることとしております。

　　６．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく役

員等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、

事業報告に記載のとおりであります。各候補者が監査役に再任された場

合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回

更新時においても同内容での更新を予定しております。

　　７．当社は、社外監査役候補者 岡崎真吾氏、仁木勝雅氏、井上宗寛氏が再

任された場合、引き続き、東京証券取引所の定めに基づく独立役員とす

る予定であります。

－ 45 －



第４号議案　取締役及び監査役の報酬額改定の件

　当社の取締役及び監査役の報酬額は、2019年６月28日開催の第16回定時株主総

会において取締役年間報酬総額の上限を100,000千円以内、2021年11月30日開催

の臨時株主総会において監査役年間報酬上限を25,000千円以内としてご承認をい

ただき現在に至っております。

　この間、経済情勢や経営環境が変化し、取締役及び監査役の責務が今後さらに

増大すると考えられることなど諸般の事情を考慮して、取締役及び監査役の報酬

額を改定させていただきたいと存じます。

　つきましては、取締役の年間報酬上限を200,000千円以内（うち社外取締役分

は年額20,000千円以内）、監査役の年間報酬上限を50,000千円以内に改定させて

いただきたいと存じます。

　現在の取締役の員数は５名（うち社外取締役１名）ですが、第２号議案「取締

役４名選任の件」を原案どおりご承認いただけますと、取締役の員数は１名減員

となり４名（うち社外取締役１名）となります。

　また、現在の監査役の員数は３名（うち社外監査役３名）ですが、第３号議案

「監査役３名選任の件」を原案どおりご承認いただけますと、監査役の員数に変

更はございません。

　なお、今般の改定については、上記の諸般の事情、当社の取締役の個人別の報

酬等の内容に係る決定方針を勘案しつつ、半数以上が独立社外役員で構成される

指名・報酬委員会への諮問を経て、取締役会において決定していることから、そ

の内容は相当であると考えております。

以　上
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恐れ入りますが、一度３階カンファレンス入口ま

でお越しいただき、４階にお上がりください。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：福岡県福岡市中央区大名２丁目６－50

福岡大名ガーデンシティ・タワー ４階

大名カンファレンス「Link Room１」

けやき通り

福岡大名ガーデンシティ

昭和通り

警固神社

岩田屋

天神西
赤坂駅

天神駅

天神南駅
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DAIMYO
CONFERENCE

◎交通のご案内

■福岡市営地下鉄空港線「天神」駅 ３番出口より　　 徒歩３分

■西鉄バス「西鉄グランドホテル前」バス停より　　　徒歩１分

※ご参考：アクセス概要

　https://daimyo-conference.jp/access/


